
平成24年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

計 182,362 173,295 0 0 607 172,688

607 172,688 3経常 小学校管理事業
報酬(嘱託職員)47
人

報酬 182,362 173,295

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 その他 一般

課　名 学校教育課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

義務教育の管理
対
象

市内公立小学校

10 2 1 294 頁 小学校管理費 小学校管理事業

事
業
概
要

　○小学校管理事業・・・市内１１校の運営費及び施設管理費
　　　・報酬(学校医・嘱託職員等)　71,749,305円
　　　・嘱託職員社会保険料　7,396,075円
　　　・旅費　308,520円
　　　・需用費　40,299,367円
　　　・役務費　3,901,168円
　　　・委託料　12,148,141円
      ・使用料及び賃借料　4,184,791円
　　　・工事請負費  26,276,250円
　　　・原材料費　1,243,613円
　　　・備品購入費　5,779,350円
　　　・負担金補助及び交付金　8,200円
　　　・計　173,294,780円
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２２～Ｈ２４（決算額）、Ｈ２５（予算現額） ６．H２６年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

0.30

着眼点 分析 分析根拠

継続 経費の削減を図りつつ、引き続き適正な運営を行うこと。

 ⑤ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3 適正な管理を行っている

事業の方向性 評価内容

1,288 1,308

一般財源 145,227 156,219 172,688 160,836

うち経常 145,227 141,268 146,412 157,399

 ③ 受益の
　　対象性

事業対象の確認 1 対象校が限定される

 ④ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
良好な環境維持には適正な手段であ
る

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
義務教育施設運営は国や自治体の
責務であり必ず必要

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
法令等により、市が実施主体であるこ
とが定められている

事業費に係る人役 0.10 0.35 0.30

そ の 他 697 654 607 523

理由

県　　費

管理備品等の共同購入や委託
業務の発注見直し、電気料の
節約など経常経費の節約に努
めるが概ね前年並みを予定し
ている

市　　債
財
源
内
訳

国　　費 11,100

事業費に係る人件費 438 1,505

173,295 161,359
前年並

うち経常経費 157,024 141,922 147,019 157,922

学校支援センター機能を活用し、複数年計画をもとに一括購入・共同
購入を検討する

決 算 額 （千円）
Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 方向性

157,024 156,873

対応（改善点等） － － －
ｄ

－ － －

－ －

義務教育施設の管理運営に多額な予算が必要になる
－ － －

課題
c

－

a
適正な維
持管理

－

－

－ －

－ － －

－ －

b
－

単位 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

良好な教育環境の維持
－ －

目標 目標

成果指標名 単位 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 活動指標名

－ －

－ － －

－

数値 目標 － 目標

－

活
動
指
標

指標 a 適正な維持管理 ｂ

成
果
指
標

指標名 良好な教育環境の維持 目
標
年
度

Ｈ27

指標の設定理由

多様な教育ニーズに対応した良好な教育環境の維持を目的として設定
数値

ｃ ｄ

3

3

1

3

3

0

1

2

3

事業の必要性

行政の

関与性

手段の

妥当性

事業の

有効性

受益の

対象性

分析グラフ
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